















policy)と いわれている。企業 は,経 営の特殊性や管理の必要性に基づいて,一 般に認め られた
会計上の原則,処 理,手 続か ら特定の ものを選択するために,自 己の会計方針を形成する。
こうした会計方針は,か ってのソビエ ト会計 には存在 しなかった。すべての会計行為は国家
機関によって画一的に定められ,そ の実施を企業(国 有企業)は 義務づけられていたので,個 々
の企業によって自由に選択でき得 るような会計 の処理や手続などはなかったからである。
西側諸国の会計方針なる用語はロシア語のyqeTHaHnoπMTHKaと して訳 されて,80年 代末の崩
壊直前のソ連邦に伝播 してきたが,新 生ロシアにおける市場経済への移行 とそのもとでのソビ
エ ト会計 に代わる新 しい会計システムが構築 されてい く過程で,会 計方針なる用語 は会計の文
献や実務で次第 に普及 していった。
そして,1994年7月28日 には,ロ シア連邦財務省(以 下,財 務省 と略称)か ら 「u企業の会
(1)
計方針"の会計規程」が出るまでになった。 この会計規程(no∬o)KeHHeno6yxr朗TepcKoMy
(1)1994年 のr企 業 の会 計 方 針"の 会 計 規 程」(HEyl/94)に つ い て は,[14]を 参 照 され た い。
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yqeTy,略 してnBy)は,1992年3月20日 付で財務省が決定 した 「ロシア連邦における会計 と報
告書 に関する規程」(以 下,「 会計 と報告書の規程」と略称)を 補完するために制定され る一連
の規程の第1号 となった。「会計 と報告書の規程」は会計規制にとって意義のある会計方法論を
(2}
示 し,西 側の会計基準 に相当するものである。他方,そ れを補完する一連の会計規程に対 して
は財務省 の承認年度 と連番 とが付 されるので,企 業の会計方針の規程はnBy1/94と 略称 され
てい る。 その後,ロ シアにおける市場経済化に対応 した新 しい会計システムの構築が進展 して
(3)
い く過程で,「 会計 と報告書の規程」は改訂 を重ねるとともに,一 連の会計規程 ものちにみるよ
うに現在 までに第10号 まで制定されてきている。さらに,会 計の在 り方に対する国の包括的な
規制 を法律 として示 した 「e.会計}と関する"連邦法」(以 下,「 連邦会計法」 と略称)が,1996年
(4}
11月28日 か ら施行 されている。 こうした会計の制度化が進捗 してい く中で,1994年 制定のnBy
1/94は 改訂されることになった。それが1998年12月9日 付で財務省 によって承認された「組 織
の会計方針"の 会計規程」(nBy1/98)で あり,こ の新 しい会計方針の規程が1999年1月1日
か ら採用 されている([4]3ペ ージ)。
そこで,こ の小論では,ま ず,1998年 に改訂されたrlBy1/98の 内容 とその意義を考察 し,
ついで,nBy1/98と これ までに制定 されてきた諸会計法規 との相互関連に触れたあと,現 在の






示(11～15条),IV.会 計方針の変更(16～23条)か らなる。 よって1998年 改訂版 は,1994年
制定の ものよりも内容をいっそう詳細 に規定した ものとなっている([4]3～6ペ ージ)。
1の 総則では,本 規程はロシア連邦法で法人と認められた組織(信 用組織を除 く)の 会計方
針の形成(選 択,根 拠)と 開示の基礎を定めたものであ り(1条),会 計方針 とは経済活動事実'
の第一次的記録,価 値的測定,日 常の分類,最 終的総括 とい う会計の処理 ・手続の総体である
とし(2条),会 計方針の形成は法的組織形態に関係な く組織で,会 計方針の開示は財務諸表 を
公表する組織でそれぞれ適用 され(3条),ロ シア連邦領土内にある外国組織の会社や代表部
は,財 務諸表の国際会計基準に抵触 しない場合には,そ の本国で認 められている規則で会計方
(2)1992年 の 「会 計 と報 告 書 の 規 程 」 に つ いて は,[14][26]を 参 照 され た い。
(3)ロ シア で の会 計 改革 の進 捗 に応 じて 「会計 と報 告書 の規 程 」 は改訂 を繰 り返 して い るが,大 き な改 訂 は
1994年 と1998年 に 実施 され た 。 前者 に つ いて は[22]を 後者 につ い て は[24]を そ れ ぞれ 参 照 さ れ た い。
(4)「 連邦 会 計 法 」 に つ いて は,[18][23]を 参 照 され た い。
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針を形成できると規定 している(4条)。
IIの会計方針の形成(ΦopMHpoBaHMe)で は,会 計方針は組織の経理部長(会 計係)に よって
形成 され,組 織の長によって承認 され,そ の承認に際しては,a.採 用する勘定科目,b.利
用する原始的証懸書類様式,.c.資 産 と債務の棚卸実施手続,d.資 産 と債務の評価方法,e.
回章 と会計情報処理の規則,f.経 済取引の管理手続,9.会 計の組織化に必要なその他の事
柄を決定するとしている(5条)。 つぎに会計方針は,a.資 産の独立性,b.活 動の継続性,
c.会 計方針適用の継続性,d.経 済活動事実の時期的認識の四つの公準を前提に して形成 さ
れ(6条),さ らに会計方針は,a.完 全性,b.適 時性,c.慎 重性,d.形 式 よりも内容の
⑤
重視,e.一 致性,f.合 理性の六つの要請を確保 しなければならない とす る(7条)。 つい
で実際に会計 を実施 し組織化するに当たっては,組 織は,会 計法規で認 められている会計の諸
処理 ・手続の中か ら一つの ものを選択 し(8条),そ れを指図書や命令書 にて確認 し(9条),
これ らの管理文書を承認 した年度の次の年度の1月1日 から選択 した会計の処理 ・手続 を採用
する。 また新規に設立 された組織は,最 初 の財務諸表の公表前で法人格 の取得日(国家登記日)
から90日以内に会計方針を形成 し,そ れを国家登記日から採用すると規定 している(10条)。
IIIの会計方針の開示(paCKPblTHe)で は,組 織 は,財 務諸表の利用者にとっての評価や意思決
定に重要な影響を与 える会計方針の形成で採用 した処理 ・手続を開示しなければならず,こ の
場合,財 務諸表の利用者にとって組織の財政状態や経営成績を十分に判断できないもの以外は,
重要な会計の処理・手続 となること(11条),財 務諸表には,a.固 定資産,無 形資産お よびそ
の他の資産の償却法,b.生 産用在庫,商 品,仕 掛品,完 成生産物 の評価法,c.生 産物,商
品,作 業,役 務の販売か らの利益の認識法,d.11条 の要請によるその他の方法を開示するこ
と(12条),会 計方針が6条 でみた公準に基づいて形成 している場合はその公準 を開示 しない
が,6条 で規定 した もの と異なる公準で会計方針を形成したときには,当 該公準をその採用理
由とともに財務諸表に開示することにしている(13条)。 また,財 務諸表の作成に際して活動の
継続性の公準を適用することに疑念がある場合には,そ れを明確 に開示 し(14条),会 計の処理・
手続の開示は年度財務諸表の注記でなされると規定 している(15条)。
IVの 会計方針の変更(M3MeHeHhe)で は,会 計方針の変更は,a.ロ シア連邦法や会計法規の
改正,b.組 織での新 しい会計の処理 ・手続の採用,c.組 織の改組,所 有者の交代,活 動の
変化 などの活動条件の重要な変更がある場合に可能であり,b.の 場合 には,財 務諸表への経
済活動事実のより的確な提示 と情報の信懸性のいっそうの向上,会 計業務の省力化を前提にし
て,新 しい会 計の処理・手続 を採用するとしている(16条)。 また,会 計方針の変更は,9条 に
従って組織の管理文書に明記 され(17条),こ の文書を承認 した年度の次の年度の1月1「 日から
(5)四 つ の公 準 と六 つ の要 請 は,西 側 の それ ら とほ ぼ同 じ内容 の もの で あ るが,そ れ に つ いて は[14][21]
を参 照 さ れた い 。
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実施 され ること(18条),組 織の財政状態や経営成績に重要な影響 を与える会計方針の変更は,
貨幣的表示でその結果を評価 されることとしている(19条)。 ついで,ロ シア連邦法や会計法規
の改正 による会計方針の変更 は,適 応の法律や法規で定められた手続で実施され(20条),こ う
した連邦法や法規の改正による変更ではなく,組 織の財政状態や経営成績 に重要な影響を与 え
る会計方針の変更結果 は,最 低2年 間 にわたって財務諸表に表示される としている(21条)。 さ
らに,こ の重要な影響 を与える会計方針の変更は財務諸表上の特別な開示 となるが,そ こには
a.会 計方針の変更理由,b.貨 幣的表示での変更結果の評価,c.当 期財務諸表に算入 され
た前期の適応 データに対する修正の指示が最低限含 まれ(22条),次 年度 における会計方針の変
更 は,財 務諸表に注記 されることを規定 している(23条)。
II.会 計方針規程の意義
nBy1/98の 内容をnBy1/94の それと対比すると,そ の枠組み と基調 には大 きな変化はみら
れないが,両 者の主要な相違点はつぎの点にある([5]65～66ペ ージ)。
第一は,HBy1/98で は,IVと して会計方針の変更 を設けるとともに,規 程の名称 を「企業」
ではな く 「組織」の会計方針へと代えたことである。 この場合の組織は,銀 行などの信用組織
を除いた法人組織を指すことになる(1条 参照)。
第二は,nBy1/98で は,ロ シア連邦領土内にある外国組織の会社や代表部では,財 務諸表
の国際会計基準に抵触 しない場合には,そ の本国で認められている規則で会計方針 を形成でき
るとした ことである(4条 参照)。 これはHBy1/94に はなかった規定であるが,1998年7月27
日付で改訂された 「会計 と報告書の規程」の2条 に同じ内容が盛 られた ことに対応 した新設の
条項である。 なお外国組織が本国の会計規則で会計方針 を形成するときには,そ の規則が国際
会計基準に抵触 しないことを証明する必要がある。
第三は,HBy1/98で は,組 織の会計方針を経理部長が形成 し,そ れ を組織の長が承認する
としたことである(5条 参照)。 これは,会 計方針は組織 の長によって形成 されるとしたnBy
1/94の2.1条 を修正した ものである。
第四は,nBy1/98で は,組 織での会計の組織化に必要な勘定科目や原始的証懸書類様式な
どの補足事項 を挙げ,こ れ らの事項を会計方針の承認 と同時に決定するとした ことである(5
条参照)。 これはnBy1/94に はなかった規定であるが,1996年11月28日 から施行された「連邦
会計法」の6条3項 に同じ事項が盛 られた ことに対応 した新設の条項である。 しかもこの条項
は,の ちにみるように,現 在のロシアでは会計を実施する際に,そ の原則や手続 といった会計
方針の方法論的側面のみならず,こ れ らの原則や手続 を具体化する技術的側面 とそれらを実際
に遂行する組織的側面 も重視されているたあに新設 されたものである。
第五は,HBy1/98で は,会 計方針 は六つの要請 を確保す ることにしているが(7条 参照),
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その 中にnBy1/94に はなか った適 時性(cB㏄BpeMeHHoc恥)の 要請 を含 めた ことで ある。適時
性の要請 とは,経 済的活動 事実 を会計 と財務諸 表へ適 時に計上 しな けれ ばな らなレ)とい うこと
で あ る。
図表1会 計の規範的規制システム
段階 法規 法規を承認する機関 具体的な法規の例示
第IV段階 個々の組織の管 個々の組織;個 々の組織が採用する勘定科目表;
組織の会計方針 理文書 コンサルタント会社 会計実務に関する指図書 ・命令書
第III段階 規程 と異なるそ ロシア連邦財務省;勘 定科目表ヒナ型;財 務諸表の体系
方法論的なもの の他の法令;執 行権をもつ連邦機関;と 様式およびその記入手続;連 結財
方法論的指示 コンサルタント会社 務諸表や監査報告書の作成法
第II段階 会計規程 ロシア連邦財務省;会 計 と報告書の規程:
規範的なもの(会 計基準)ロ シア連邦中央銀行 一連の会計規程(nBy):
銀行の監査活動規程
第1段 階 連邦の法律;ロ シア連邦国会;連 邦会計法;連 邦小事業会計法;
法律的なもの 連邦政府決定;ロ シア連邦政府;法 定監査を要する企業の基準;
連邦大統領令 ロシア連邦大統領 監査活動の大統領令
(出 所)[8],[28]19ペ ー ジ に基 づ いて 筆 者 作成 。
図表2一 連の会計規程
整理番号 規程の名称(略称)財 務省承認年月日
① 企業 の会 計 方針(HBy1/94)・1994年7月28日
改訂:組 織 の会 計 方 針(HBy1/98)1998年12月9日
② 基本 建 設 契約 会 計(rlBy2/94)1994年12月20日
③ 外貨 建 資 産 と債 権 債 務 の会 計1995年6月13日
(nBy3/95)
④ 組 織 の財 務諸 表(HBy4/96)1996年2月8日
改訂:組 織 の財 務 諸 表(nBy4/99)1999年7月6日
⑤ 物 的 ・生 産 的在 庫 の会 計1998年6月15日
(nBy5/98)
⑥ 「 固定 資 産 の会 計(nBy6/97)1997年9月3日
⑦ 後発 事 象(HBy7/98)1998年11月25日
⑧.経 済 活 動 の偶 発 事 象(HBy8/98)1998年11月25日
⑨ 組 織 の費 用(nBy9/99)1999年5月6日
⑩ 組 織 の収 益(nBy10/99)1999年5月6日
(出所)筆 者作成。
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こうした意義 をもつ会計方針の会計規程 は,ロ シアの規範的規制システムにおいては第II段
階に位置する会計法規の一つとなっている(図表1参 照)。 この場合,ま ず1996年 に国会決議を
経て施行されている,営 利 と非営利のすべての組織の会計の在 り方に対する国の包括的な規制
を示 した 「連邦会計法」などは第1段 階に位置する法規 となり,つ ぎに1992年 に財務省が承認
しその後改訂 を重ねている,信 用組織を除 くすべての法人組織の会計 と報告書に対する統一的
な基準 を定めた 「会計 と報告書の規程」などは第II段 階に位置する法規 となる。 この 「会計 と
報告書の規程」 を補完する一連のnEyも 第II段 階に属する会計規程 となっており,第1号 で
ある会計方針の会計規程の外に,現 時点では第10号 までのHByが 財務省か ら出でいる(図 表
2参 照)。さらに財務省や執行権をもつ連邦機関が決定する主に会計実務 についての法令や指示
が第III段階に位置する法規 となる。
したがって,現 在では個々の組織 は,必 要に応 じてコンサルタン ト会社 との協力を得ながら,
nBy1/98に 基づいて自己の会計方針を自主的に形成 し,会 計法規で認められている会計の諸
処理 ・手続の中か ら一つの ものを選択 し,そ れを第IV段 階の法規 となる指図書や命令書の管理
(f)
文書で確認 して会計を実施 してくことになる。
もちろん,個 々の組織での会計の具体的な実施は,法 人格 としての組織の形態,活 動目的,
経営規模,業 種な どの相違 から当然異なる。いま一方で営利 と非営利,大 経営 と小経営,銀 行
とその他の業種 とに組織 を大別 し,他 方でそれぞれの当該組織 に適用 される上記の四段階に位
置する諸法規 を整理すると図表3の ようになる。 この場合,ロ シアにおける各組織 と諸法規 と
の相互関連はつぎのようになる。 まずすべての組織の会計の在 り方が 「連邦会計法」によって
規制 され,同 法に基づいて制定された 「小事業主体のための課税,会 計 と報告書の簡略的制度
に関する連邦法」(1995年12月 ロシア連邦国会承認,以 下,「 連邦小事業会計法」 と略称)で 従
業員15名 以下の小事業 に適用される簡略的会計 システムが,同 じく第1段 階に属する 「連邦中
央銀行法」で銀行 の会計の在 り方がそれぞれ示され る。ついで 「会計 と報告書の規程」 と一連
のnByと によって銀行 を除 くすべての組織の会計 システムが規制され,こ れらの規制 と矛盾
しないことを前提にして小事業 と銀行の会計 システムがそれぞれ示される。その上で営利活動
の企業,非 営利活動の予算施設,小 事業,銀 行 で採用される会計実務が各種の法令や指示によ
って示されることになる。 したがって,企 業,予 算施設,小 事業,銀 行の各組織 は,自 己の組
(7)
織に適用される諸法規 に基づいて,会 計方針を形成 して会計 を実施 していくことになる。
III.会計方針に係わる会計法規
nBy1/98に 依拠 して会計方針を自主的に形成 してい く場合,個 々の組織は会計方針を構成す
る要素(⊃∬eMeHT)と なる会計の処理 ・手続 を決定 しなければならない。それは自己の組織 に適
⑥ 四段階からなるロシアの規範的規制システムの詳細な内容については,[18]を 参照されたい。
(7)諸 組織 と諸法規との相互関係の詳細な内容については,[18]を 参照されたい。
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用 される法規で認められている会計の処理 ・手続のバリアン ト(BaPHaHT)の 中から一つのもの
を選択することである。このためには,ま ずは会計方針 に係わる会計法規が どのようなその要
素 を定めているかを知 る必要がある。
もっとも,市 場経済への移行期のロシアでは,さ きに触れたように,会 計方針 は組織におけ
る会計 システムの統一性 を保証するものと解 して,そ れは,a.会 計の処理 ・手続である方法
論的側面,b.会 計帳簿への記帳,勘 定への記入における会計の処理 ・手続の具体化である技






匿 一 一 一 一 一 冒 一 働 一 冒 一
⑫
.一 一 一 一 一 一 一 　 一 ■ 一
⑬
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
⑭
・ 一 一 一}一7}一 曹 一 一
⑮
.一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
⑯
「 皿 ■ 一 ■ ■ 一 買 置 一 冒 　
⑰
.一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
⑱
「 一 　 邑 一 一 邑}一-山 一
⑲
.一 一 一 一 ■ 一 一 一 一 一 一
⑳
.一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
⑳
.『 　 冒 一 瞬 一 一 一 一 一 一
⑳




一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一'一 一 幽}一 〒 π 一 一 一 一 一 曽 一 一 π 一 一 一 π 一 π 一 一 一 一 一 一 一
付加価値税についてのロシア連邦の法律
一 一 一 一 一 一 雫 一 山 幽7T一 一 一 一 幽 幽 一}一 一 一 凶'一 π 一 一 一 一 置-冒 一 『 一 一7皿 一 胃 一 〒,一 『 『 一 一 冒 　
企業の財務 ・経済活動の会計勘定計画とその適用に関
する訓令
一 一',一 山 幽 幽7『 一 一 丁 一 『"一 一 　 　 一 一 一 冒 一 一 冒 　 　 一 冒 一 冒 一 冒 一 　 ■ 一 一
ロシア連邦における会計と報告書の規程
冒-買 置7冒 一 一 買 置 冒 一 一 ■ 冒 ■ 一 　 　 　 一 　 一 ■ 一 一 一 一 一 一 一 ■ 一 一 一 ■ 　 ■ 一 一
生産物(作 業,役 務)の 原価に算入される生産物(作
業,役 務)の 生産費 と流通費の組成,お よび課税に際
して考慮される財務的成果の形成に関する規程
一 票 一 畳 一 一 一 幽 一 一 一 嘩}専 一,雫 一'一 一 一 一 山 雫 一 曹 　 TT一
加速償却メカニズムの利用と固定フォンドの再評価に
ついて
■ 　 一 一 冒 一 買 置 一 一 一 ■ 　 一 一 ■ 一 ■ 一 一 一 一 一 ■ 一 ■ 一 一 ■ 一 　 一 一 一
商業企業 と食堂経営における流通費 ・生産費に算入さ
れる費用 と財務的成果の計算
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
小事業主体のための会計実施,報 告書,会 計記録適用
に関する指示
冒 一 買 置-冒 一 冒 『r曽 冒 　 冒 一 胃 曹 〒}一 丁 曽 一 π 一77曽 曹 冒 　
小事業主体のための課税,会 計実施 と簡略的制度に関
する連邦法
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 　 　 ■ 一 一
年度会計報告書様式の記入手続に関する訓令
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 　 一 一 一
会計についてのロシア連邦の法律
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一,一 一 噌 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
リース契約取引の会計への反映についての指示
■ 　 一 一 一 一 一 一 一 一 ■ 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 　 ■ 一 碧 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一,-　
リースについてのロシア連邦の法律
1990年10月22日 ソ連 邦 閣 僚 会 議
置 一 山 曽,一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 　 ■ 一 一 　 　 　 ■ 一 ■ ■ 一 　 　 『 一.
1991年12月6日 ロ シア連 邦 国 会
置 置 『--w}一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 ■
1991年11月1日 ソ連 邦 財 務 省
1991年12月19日 ロ シア連 邦 財 務省
　 ■ 一 一 冒 一 買 置}冒r-7嘘 一 曹7,ヤ77弊 一 　 一 一 一 邑 幽 一 一 一 一 一 一
1992年3月20日 ロシア連邦財務省
■ ■ 一 一 一 一 一 一 ■ 一 一 一 ■ 一 買 置 一 ■ 買 置 一 ■ 冒 　 一 冒 　 買 置 　 一 一 一 一.
1992年8月5日 ロ シア連 邦 政 府
丁 冒 『 買 置 『 冒 『 冒-　 　 一 噌7冒 『7一 卑 丁 一 山 一 一 一 一 邑 一 一 一 一 一 一 一
1994年8月19日 ロ シア連 邦 政 府
■ ■ 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 ■ 一 一 　 冒 「
1995年4月20日 ロシア連邦の商業
委員会 と財務省
一 一 一 一 一 一 一 一"一 　 一 働 雫 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
1995年12月22日 ロ シア連 邦 財 務省
■ ■ 買 置 一 一 一 一 　 一 一 一 ■ 冒 曽P一 一 一 一 一 一 一 辱 ■ ■ 　 ■ 一,7　 一 一.
1995年12月29日 ロ シア連 邦 国 会
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 ■ 一 一 一 幽
1996年11月12日 ロ シア連 邦 財 務省
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 ■ 　 一 一.
1996年11月28日 ロ シア連 邦 国 会
一 一 一 雫,曽 一 冒 　 冒7凹 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 ■ 　 一 一.
1997年2月17日 ロ シア連 邦 財 務省
　 一 買 置 買 置 買 置 一 冒 曽 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 　 一 　 ■ ■ 　 -　 一 一.
1998年10月29日 ロ シア連 邦 国 会
(注)整 理番号は図表2と 連番している。年月日は法規を最初に承認した年月日であり,そ の後に改訂されてい
る法規がある。
(出所)筆 者作成
(8)ロ シアでは現在,会 計方針は方法論的側面だけでなく,技術的側面 と組織的側面をも含むことについては,
[21]を 参照されたい。
(139)新 生ロシアにおける会計方針について139
よって,こ の技術的側面 と組織的側面を含む会計方針に係わる会計法規 も知 っておく必要が
あるが,そ れはのちにみることにしてまずは,現 時点 における方法論的側面についての会計方
{9)
針の要素に係わ る主要な法規 を挙げると,図 表4の ようになる。
当然のことながら,図 表4に 示 した法規はさきに触れた四つの段階のいずれかに位置するこ
とになるが,と りわけ第1,第II,第IIIの 段階に属するものが多 くある。
ここで,主 に営利活動 に携わる企業が,会 計方針 を形成するに際 して,図 表2,図 表4に 掲
出 した法規に基づいて,ま ず会計方針の方法論的側面 となる会計の処理 ・手続 のどのようなバ
リアントを選択できるのかをつぎにみてみよう。
IV.会 計方針の方法論的内実
ロシアの多 くの会計文献では,貸 借対照表項 目か ら解説 してい くのが一般的であ り,し か も
貸借対照表は固定性配列法を採っている。よってこの順序 に従って,企 業 によって選択でき得
る主要な会計の処理 ・手続のバ リアントを明 らかにしょう。
最初に,主 要な会計方針の要素,そ の会計の処理 ・手続のバ リアン トおよびその根拠 となる
GO
法規 を一覧表で示すと,図 表5の ようになる。
図表5か ら,ソ ビエ ト会計にはなかった多様な会計の処理 ・手続のバ リアントがあることが
分かる。 このバ リアン トは西側で既に広 く採用されている周知の ものであるが,そ の中にはロ
シア的な特色 も若干み られるので,以 下その点に触れなが ら図表5に 従って解説 してお く([5]
65～67ペ ージ,[6]14～22ペ ージ,[10]1～15ペ ージ,[11]5～12ペ ージ,[28]36～42ペ
ージ)。
その1。 ロシアでは最近,資 産を固定 と流動 とに分類する基準 として西側の正常営業循環過
程が,図 表2の ⑥のnBy6/97,⑤ のnBy5/98で 最初 に規定 され,そ れが⑭の改訂版 「会計
と報告書の規程」 にもとり入れ られた(以 下,図 表2,図 表4の 法規の整理番号のみを示す)。
その上で,経 営で利用 され原則 として販売 されない有形資産 は,有 形固定資産 とのちにみる小
額迅速消耗物品のような有形流動資産 とに分類される。両者 を分類する基準 としては伝統的に・OD
採用 してきた1年 基準 と価額基準 とがある。 その際,独 特の価額基準 となるのが,国 が定期的
に算定 して公表 される労働支払最低月額の100倍 である。なおこの時期の労働支払最低月額は,
⑨ 図表4で は会計方針に係わる主要な法規のみを掲出したが,ソ連邦崩壊後のロシアにおける会計全般に係
わる主要な法規は[18]の 表5で 示しているので参照されたい。
qo)[21]に は会計方針の要素,そ の内実となる会計の処理・手続,そ れを定めていた法規を整理したチャー
トを紹介 しているが,そ れは1995年後半の時点のものであった。その後,法 規の改訂や新法規の承認がなさ
れており,し たがって正確にいえば,図 表5は1999年 前半の時点までに出た法規で認められた会計の処理・
手続を会計方針の主要な要素別に整理 したものである。
GC正 常営業循環過程を盛ったnBy6/97に ついては,[19]を 参照されたい。
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図表5会 計方針の主要な要素
会計方針の要素 法規で認められているバ リアント 根拠となる法規
固定資産と流動資産との分類 つぎの客体は固定資産 とせず流動資産となる= ・法規 ⑭50条(6)






.一 一 一 一 　 一 一 一 一 一 一 幽 一 一 一 一 一 一 一 一,一_
資産会計のバ リアントの選択一
一 一 冒 冒,曹 一 曹 一 　 一 一 一 一 一 一 一 一 一 響 一 曹 冒 一 曹 曹 璽 璽 璽 曽 　 　 一 一 一 一,冒
ファイナンス ・リース契約で借 り手に引き渡される客体は,貸 し手 と借 り手
曽 一 一,一 曹 雪 盲 一 一 一 一,,曹 一 曹 曽 富 一_一 曹,
・法規 ⑳12条1項
ファイナ ンス ・リースの客体 の貸借対照表に双方の合意によって計上される
一 一 一 一 一 一,冒,,曹 曹 一 曹,曹 曹 冒 　 一 一 一 一, 璽 璽 一 一 一 一 一 ¶ 甲 一 曾 曹 曹 曹 曹 幽 一 　 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一,曹 一_
固定資産の減価償却 会計目的のために
一 一,一 曹 一 　 一 一 一,曹 一 一 一 一 一 一,響}F一 ■
・法規 ⑥4.1^一4.3条







.一 一 一 響 響 雪 盲 一 一 一 一,響,雪,曾 曹 曹 一 一 一 一
規定の減価償却控除率を引き上げた率での定額法による償却
一 層 層 層 一 一 　 一 一 一 一 一 邑 曾 曽 ■ 　 一 一 一-一 曹 璽 一 一 一 一 一 一 一 一 辱,,一 嘗 一 一 一 一 一 一,雫,曾 曹,,曹 曹 曽
無形資産の償却算定の手続 1.償 却される無形資産:
,,一 一 一 一 一 一,一 曹 曹9曽 ●
・法規 ⑭56条
・定額法; ・法規 ⑬ 「無形資産の償却」
・生産高比例法 勘定(勘 定番号05)の 解説
.騨 響 雪 曹 曹 　 　 一 一 幽 一 層 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一}
2.価 額 を償却しない無形資産
曹 一 一 幽 一 一 一,,曹 塵 一 一 　 一 一 一,,曹 一 一 幽 一 一 一 一 一 一 一,曾 一 曹 暫_一 一__,冒 曹 曹 曽_
・法規 ⑳2.3条
小額 ・迅速消耗物品価額のバ リ 定額法一客体の実際原価と償却率,有 効利用期間に基づく生産高比例法
一 一 　 一 一 一 一 一 一 一,胴 層 層 一 一 幽 一.
・法規 ⑭51条
アント パーセン ト法一客体の実際原価および客体 を生産や稼働へ引き渡す ときにそ ・法規 ⑤V章 ,23条
の50%ま たは100%で.50%を 採った場合には,残 りの50%は 生産や稼働か ら




曹 曹 一 富 一 一 一,一 早 書 曹 一 一 一 一 一 一F冒 曹 露 塵 一 一 一 一 一 一 一_一_ 一 一 一 一,
1.実 際取得費額による 「材料」勘定(勘 定番号10)の 採用
・法規 ⑭72条
一 曹 曽 幽 一 　 一 一 一 一 一 一 一,,一 一 一_一__一.
・法規 ⑬ 「材料」勘定(勘 定
計上手続 2.計 算価額 による 「材料」勘定,「 材料の調達 と購入」勘定(勘 定番号15),番号10)の 解説
「材料価格差異」勘定(勘 定番号16)の 採用.一 一 　 一 一 一 一,冒 一 曹 一 ■ 一 一 一 一 一 一,曹 雪 盲 一 一 一 一 一 響-一 曹 曹 一 一 一 一 一 一,響 曹 ■ 曹 塵 一 一 一 一 一 一 一 早 雪 曽 一 一 一 一 一 一F_,一 曹 一 一 一 一,-,■ 曹 一 一 一 一 層 一 一 響-一 一 一 一 一r
物的・生産的在庫価額の評価手 各単位当たりの原価で ・法規 ⑤[V章,15～20条
続 平均原価で
先入先出法(ΦMΦ0)で
俵入先出法(nMΦ0)で.一 一 一 一 一 響 曹 曽 曹 一 一 一 一 一 響,曾 曽___一 一
商品の評価(小 売商業企業のた
一 帰 一 響 響 一 書 　 一 ■ 一 一 一 一,,一 一一 層 冒}一 曹 冒 曹 曹,,曹 曹 曽 曹 一 一__雫_一,曹 塵 一
小売販売(販 売)価 格 による評価(「商品値上 げ」勘定(勘 定番号42)を 利用




.　 一 一 一 一 一,一 一 曹 一 一 一 一 一 一 一 一 一 鱒 雪,一
完成生産物の産出高の算定
■ 一 一 一 一 一-曹 曹 一 一 一 一 一 一 一 一,曹 一 一 髄 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 曹 一 一一 一7一 層 層 曹 曹 一 一_一_一 一,,曹
1.「 生産物(作 業,役 務)の 産出」勘定(勘 定番号37)を 利用して
一 一 一 一 一F雪 曽 　 ■ 一 一 一 一 一 層 層 一 曹 一 一 幽 一 一
・法 規 ⑬「生 産 物(作 業,役
一 一 一 一 一 一 一,曹 塵 一 一 幽 一 一 一 一 一 一 一,雫 曹 曽一般経営費の補填手続
2.「 生産物(作 業,役 務〉の産出」勘定を利用 しないで
幽 一 一 一 一 一,曹 曽 曽 　 一 一 一 一 一 一 一 冒 一 一 一 幽 一 一 一 一 一 一 一 一 曾 曹 雪 盲 一 甲 一 辱 層 層 一 曹 曽 F_一 一 一_辱 一 嘗
1.原 価計算客体の生産物原価で:
務}」勘定(勘定番号37)の 解説
　 一 一},層 層 一 一 一 一 　 一 一 一 響 一 ■ 一 一 一 一 一,
・法規 ⑳3 .4条
借方 「基本生産」勘定(勘 定番号20)(「 補助生産」勘定(勘 定番号23),・法規.⑬ 「一般経営費」勘定
「サー ビス生産 ・経営」勘定(勘 定番号29)) (勘定番号26)の 解説
貸方 「一般経営費」勘定(勘 定番号26)
,曽 曹 　 一 一 一 一 一 一,一 曹 璽 一 一 一 一 一 一 一 一__
仕掛品の評価
2.「 生産物(作 業,役 務)の 販売」勘定(勘 定番号46)へ の直接の借記
響 曹 雪 一 嘗 一 一 一 一 一 一 一,,　 曹 一 　 一}雫 響 一 一 曹 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 曹 曹 曹 曽 一 一 一 一 一}雫 曹__一 一 一 曹
大兄 ・シ リー ズ生産において:







.一 一 一 一 一 一 一 曹 曹 曽 一 望 一 一 一 一 一 騨,曽 曹 暫_
原価計算客体間への間接費の配
一 一 一 中 層 一 曹 曽 曹 一 一 一 一 一 一 一,曹 曽 幽 一 一 一 一,,,,曹 曹 一 一 一 一 一 一 一},一 一 一 一_一 一_,曽 一__一
基本的生産労働の直接賃金
甲 一 ■ ■ 曽 一 一 一 一 一 一 一 一 曽 一 一 一 響 冒,曹 一 一.
・生産物(作 業,役 務)の 原価
賦手続 直接材料費 の計画,勘 定および原価計算
直接費額 に関する部門の方法論的勧告
生産物(作 業,役 務)の 販売からの売上高一 一 一 一 一 一 一,一 一 一 一 一 一 一 一 一,雪 曹__一 一
商品の調達費と出庫費の計算
一7一 冒 一 一 ■ 一 一 一 一 一 曹 一 ■ 　 一 　 一 一 一 一 冒 一 曹 曹 曽 一 一 一 一 曽_一 一 一 一 一
1.流 通費の組成 とする(「流通費」勘定(勘 定番号44)を 利用 して)
雪 一 一 一 一 一 一 一 一 一 雫,曹 一 一 一 一 甲,,9一 幽.
・法規 ⑰2.2条
(商業企業のために)
一 一,,雪 盲 曹 　 一 一 一 一 一 一 雪 一 曹 曽 曹__一 一 一
不良債権引当金の設定手続
2.商 品の仕入価額に算入する(「商品」勘定(勘 定番号4:)へ の直接 の借記)
雪 一 一 一 一 一 一 一}一 雫,暫 暫 一 一 一 一 一 一 一 一 層 層 曹 曽 曹____曹 一 一 一 一_一
1.企 業は不良債権引当金を設定 しない
・法規 ⑤12条
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一}一 曹 ・
・法規 ⑭70条
匿 一 一 一 一 一 一 一,,冒 一 曹 一 曹 一 一 一 一 一 辱,曹 一
当面の支出と支払の引当金設定
2.企 業は不良債権引当金を設定する
一 一 一,層 層 曽 曽 一 一 一 一 一 一 一 一}冒 一 曹 曽 一 一 一 一 一 層 一 一 一____
1.企 業は当面の支出と支払の引当金 を設定 しない
・法規 ⑮15条
一 曹 ■ 曽 薗 塵 一 一 一 一 一 一 一 甲 辱 冒 一 一 一 一 一 一,,
・法規 ⑭72条
手続 2.企 業は当面の支出と支払の引当金 を設定する
.一 一 一 一 一 曹 一 一 一 一 　 一 一 霜 雪 雪 盲 一 一 一 一__
為替差額の算定
雪 膚 曹 一 一 曽 一 一 曹 一 一 一 一 一 一,曹 曹 一 一 一 響 一,曹 暫 一 一 一 一 一 一 一,
1.「 損益」勘定(勘 定番号80)へ の直接の記入
一 曹 曹 曹 一,雪 一 一 曹 一 一 辱 曹9
・法規 ③4.3条
2.「 損益」勘定への事後の記入(年 度末)と ともに,「次期以降の収益」勘 ・法規 ⑬ 「次期以降の収益」
-一 一 一 一 一,曹 一 一 一 一 一,一 曹 曹 一__一 一 一 一 定(勘 定番号83)へ の事前の累計曹 一 一 幽,層 一 曹 璽 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一-一 一 一 一-曹 曹 曹 雪 盲__一 一 一 一 一 一 勘定(勘 定番号83)の 解説一 一 一 一,響 一,,,曹 ■ 一 一 一 一 一 響-一 一 一 一,
会計方針 に反映される課税についての規程
課税目的のための生産物(作 業,1.商 品(作 業,役 務)の 実現時点一出荷の時点 ・法規 ⑮13条
役務)の 販売からの利益の認識2.商 品(作 業,役 務)の 実現時点一代金授受の時点 ・法規 ⑫
(注)法 規の丸の中の番号 は,図 表2,図 表3に 掲出した法規の整理番号と対応 している。
(出所)[10]8～9ペ ージの表を基 にして無者が若干修正 した。
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83,490ル ーブル($1=5,900ル ーブル)で あ った。
その2。 ソビエ ト会計 では西側 のよ うな リー ス会計 は存在 しなかったが,現 在 では ファイナ
ンス ・リース資産 に対 しては,オ フ ・バ ランス また はオ ン ・バ ラ ンスの いずれかの会計 手続 が
容認 されてい る。
その3。 有形 固定 資産 の これ までの償 却法 は原則 として定額法 であ った が,法 規⑥ で初め て
定率法,級 数法,生 産高比例 法の採用 が認 め られた。 この場合現在 で も,か っての ソ連 邦閣僚
会議 に よって1990年 に固 定資 産の グルー プ ・種類 別 に定 め られ た償 却率 と耐 用年数 が法 定の償
却率 と耐 用年数 として まだ利 用 されてお り,こ の法定償 却率 を規 定の係数 で引 き上 げ耐 用年数
u.)
を短縮 して定額 法 による償却 をロシアで は加速償 却 と称 してい る。
その4。 ソビエ ト会計 にはなかった無形資産 が現在 で は計上 され,そ れ を償却 しな くて もよ
い もの と償却 され る もの とに分類 されて い る。前者 は組 織 的支 出(法 人 の設立 に関す る支 出)
や経 営上 の名 声で あ り,も しその価額が減少 しない とす るな らば償却 しな いバ リア ン トを採 る
ことがで き る。後者 は特 許権,意 匠権,商 標権 な どで あ り,そ の償 却期間 をa.適 応 の契約(ラ
イセ ンス,パ テ ン トな ど),b.専 門家 の判定,c.10年 以上(資 産 の継 続的活動 期間が 予測 不
可能 の場合)の いず れか で決定 す る としてい る。
その5。 有 形流動資産 で ある小 額迅速消耗物 品(low-valueandshort-lifeitems,(Maπo叫eH一,
HbleM6blcTpoh3Ha田MBam田Mec兄npe脳eTH,略してMEn))は,三 つの償却法 のいず れかで償 却
され るが,小 事業 で は 「材料 」勘定 で原 材料 とともに補填 で きる。
その6。 ソ ビエ ト会計 では修繕 を当座 修繕,中 修繕,大 修繕 とに分 類 していたが,現 在で は
その区別 はな くな り,生 産 的固定資産 の修繕 は,そ の費 用が発生 した期間 の当期費 用で処理す
る もの と,将 来 の修 繕用 の引当金 を設 定す る もの とに大別 され てい る。
その7。 材料 会計 では二つの会計処 理が認 め られ てい る。一 つ は,材 料 の仕入 を 「材 料」勘
定'(No.10)へ 借記 し,そ の コス トを 「仕 入先 と請 負者 との決済」勘定(No.60)ま た は 「各種
の債権 者 と債務 者 との決 済」勘定(No.76)へ 貸 記す る実 際価格 に よる処理 であ る。 もう一 つ
は,仮 設例 にみ るよ うな計算価額 で ある標準価 格 に よる処理 であ る。
[仮 説例]企 業 が単位 当た り1,100ル ー ブルで材料10単 位 を仕 入れ る。企 業が採 用 して いる標
準価 格 は,単 位 当た り1,000ル ー ブル と1,200ル ーブル とであ る。この場合,仕 訳 はつ ぎの よう
に なる([28]38～39ペ ー ジ)。
1)実 際価格 で処 理す る とき:
借 方 「材 料」勘定(No.10)11,000ル ーブル
貸 方 「仕入先 と請負者 との決済」勘 定(No.60)11,000ル ー ブル
(12)1990年 の 法 定償 却 率 や加 速 償 却 な どにつ いて は,[19][20]を 参 照 された い。
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2)標 準価 格 で処理 す る とき:
a)も し標 準価 格 が実際価格 よ り低 い場合
借 方 「材料 」勘定(No.10)10,000ル ーブル
貸 方 「仕入先 と請 負者 との決済」 勘定(No.60)10,000ル ーブル
標 準価 格 と実際価 格 との差額 は 「材料価格差 異」 に記 帳 され る。
借 方 「材料 価格差 異」勘定(No.16)1,000ル ー ブル
:貸方 「仕入先 と請 負者 との決 済」 勘定(No.60)1,000ル ー ブル
材 料 を生産 活動 へ引 き渡 す
借 方 「基本 生産」 勘定(No.20)10,000ル ー ブル
貸 方 「材料 」勘定(No.10)10,00ル ーブル
1カ 月後に,す べて の材料 は費 消 された として,「 材料価格 差異」勘定 残高 を 「基本
生産 」勘定へ振 り替 え る
借 方 「基本 生産 」勘 定(No.20)1,000ル ーブル
:貸方 「材料価格 差異」 勘定(No.16)1,000ル ーブル
b)も し実際価格 が標 準価格 よ り低 い場合
借 方 「材料 」勘定(No.10)12,000ル ーブル
貸方 「仕入先 と請 負者 との決 済」 勘定(No.60)12,000ル ーブル
借 方 「材料価 格差 異」勘定(No.16)[1,000]ルーブル
貸 方 「仕入先 と請負者 との決済」 勘定(No.60)[1,000]ルー ブ ル
材料 を生産活動 へ引 き渡 す
借 方 「基本 生産」 勘定(No.20)12,000ル ー ブル
貸方 「材料」 勘定(No.10)12,000ル ー ブル
1カ 月後に,「 材料価 格差 異」勘定残高 を 「基本 生産」勘 定へ振 り替 え る
借 方 「基 本生産 」勘定(No.20)[1,00(]ルーブ ル
貸 方 「材料価 格差 異」勘定(No.16)[1,000]ルー ブ ル
括弧 内の金額 は赤で記帳 され て,勘 定残 高 を算定 す る際 に控 除 され る。 これは ロシ
ア会計 実務の特色 の一 つ となってい る([28]10ペ ー ジ)。
その8。 ロ シアで は棚卸 資産 に相 当す るものは物 的 ・生産 的在 庫(MaTepM卸bHo¶poM3Bo八 一
cTBeHHHe3anacbl)と 呼 ばれ てい るが,そ の評 価法 に は西側 のそれが体制転 換後 に導入 され てい
る。
その9。 小売 商業の商 品 は,そ の仕入価格 または販売価格 のいず れかで評価 され る。後 者 の
バ リア ン トは,そ のマー クア ップの ために 「商 品値 上 げ」勘定(No.42)を 利 用 す る。
その10。 完成 生産物 の産 出高 の算定 に は二 つのバ リア ン トが あるgそ れ は 「生 産物(作 業,
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役務)の 産出」勘定(No.37)を 利用 しない方法 と利用する方法であ り,前 者はロシアにとって
伝統的な方法である。両者を仮設例でみる([28]41ペ ージ)。
[仮設例]




BI=期 首仕掛品棚卸高,AE=期 中の実際支出額,EI=期 末仕掛品棚卸高
2)「 生産物(作 業,役 務)の 産出」勘定 を利用する場合:
この方法は標準(計 画)原 価 に基づ く完成生産物の算定である。完成生産物が月
間に産出されると,仕 訳はつぎのようになる
借方 「完成生産物」勘定(No.40)SC
貸方 「生産物(作 業,役 務)の 産出」勘定(No.37)SC
SC=産 出 した生産物の標準原価
実際原価が 「基本生産」勘定か ら 「生産物(作 業,役 務)の 産出」勘定の借方へ
振 り替 える月末には,「生産物(作 業,役 務)の 産出」勘定の残高 は差額を示し,
それは 「生産物(作 業,役 務)の 販売」勘定(No.46)へ 振 り替 えられる
その11。 一般経営費 を補填する方法には二つのバ リアン トがある。その一つは「一般経営費」
勘定(No.26)の 借方残高 を「基本生産」勘定へ配賦する方法である。 この場合には一般経営費
は生産物原価に算入 される。他の一つは西側 の直接原価計算に類似 した方法である。 この方法
によると,一 般経営費 は期間コス トとして取 り扱われて,「一般経営費」勘定か ら 「生産物(作
業,役 務)の 販売」勘定への振 り替えがなされ る。この場合には一般経営費 は生産物原価に含
められない。
その12。 仕掛品の評価および間接費の配賦手続 は,伝 統的な原価計算のバ リアン トと大きく
かわ ることはない。 このことは,た とえ体制転換が行われて も,生 産物の基本的な製造方法は
変化せず,そ の技術的基礎は同じであることを意味 している。
その13。 商業企業の販売前に発生する商品の調達費 と出倉費は,流 通費に含める方法以外に,
勧告で仕入原価 に算入する方法も推薦されている。
その14。 不良債権引当金の設定は法規⑭の70条 で認められているが,そ の設定条件は法規⑧
で ごく最近に定 められた。 また,当 面の支出 と支払のために,法 規⑭ の72条 では,従 業員の当
面の休暇手当,定 年後の年度報酬支給,年 度賞与支給,季 節生産の準備費,さ きにみた固定資
産の修繕などの引当金の設定が認め られている。
その15。 為替差額の算定には,為 替 レー ト変化の効果 を 「損益」勘定へ直接記入する方法 と,
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「次期以降の収益」勘定(No.83)の 中の 「為替差額」補助勘定に累計 し,年 度末にその残高を
「損益」勘定へ振 り替 える方法 とがある。
その16。 収益の認識基準 は当初の法規⑭で商品納入時点 とする発生主義 または代金受取時点
のいずれかの適用を定めていたが,こ の規定はその後の同法規の改訂で削除され,代 わって法
規⑮ に課税算定のために残 されている。 よって,1996年 度以降すべての企業に対 しては発生主
義の採用が要請 され([28]41ペ ージ),そ れは2000年1月1日 から適用される法規⑨,⑩ でも
規定 された。現行では財務諸表の作成には発生主義を採 り,税 務用には発生主義 または現金主
義のいずれかを選択する。
以上が図表5の 解説であるが,そ の他の会計方針の要素 として,つ ぎのものも挙げられてい
る。
1.次 期以降の収益 を 「次期以降の収益」勘定(勘 定番号83)か ら 「損益」勘定(勘 定番号
80)へ の振 り替は,表 示 されねばならない。
2.長 期の請負工事収益は,法 規② によって工事進行基準 と工事完成基準のいずれかのバ リ
アン トで計上 される。
3.純 利益の分配は,二 つの方法でなされる。一つは,企 業の将来の開発 ・発展のために利
用 され る蓄積基金および従業員への資金援助を含む社会的目的のために利用される消費基
金の創設であり,他 の一つは,上 記以外の基金の創設である。
4.配 当金 は,月 次,四 半期,年 度で示され,そ の支払を行 うことができる。 その選択 した
方法は表示されねばな らない。
5.借 入金 は,今 後支払 うべき利子を除いて貸借対照表に計上する。だが,ロ シアではハイ




つ ぎ に,技 術 的 ・組 織 的 側 面 の会 計 方 針 の主 要 な要 素 を挙 げ る と,以 下 の よ うに な る
([5],[6],[10],[11],[28]43～44ペー ジ)。
その1。 実務 用勘定科 目表(workingchartofaccount,pa60q岨nπaHcqeToB6yxra皿TepcKoro
yqeTa)を 作成 す る こと。 この最 も簡 単 な作成 法 は財務省 によって定 め られた統一勘 定科 目表 雛
U4
型(法 規⑬)を 活用することである。だが,こ の活用が企業活動の特殊性のために不可能な場
合には,財 務省の承認 を得て統一勘定科 目表雛型 を変えることができる。 また法規⑱,⑲ によ
p3)ハ イ パ ー ・イ ン フ レー シ ョンの た め に固 定 資産 再 評 価 が 実施 され たが,こ の 点 に つ い て は[12][15]を
参 照 され た い。なお現 在 で は,ロ シア 国家 統 計 委 員会 に よ るデ ー タで イ ンフ レが15%以 上 であ った とす る と,
毎 年1月1日 の時 点 で 固定 資 産 再評 価 が行 わ れ る([6]16ペ ー ジ)。
OO統 一 勘定 科 目表雛 型 に つ い て は,[13][16]を 参 照 され た い。
(145)新 生 ロシアにおける会計方針について145
って小事 業 には簡略的 な実務用勘定 科 目表 の適用が認 め られ てい る。
その2。 帳簿組織 を選定 す る こと。 ロシアで はソ ビエ ト会計 時代 を含 めて長 い歴 史の過程 で
各 種 の帳 簿組織 を開発 して きたが,そ の うち現在 では,memorialorderform(MeMopH訓bHo-
op凪epH朋 φopMa),journalorderformOKypH細bHo-op凪epHaHΦopMa)の採用 が企業 に対 して推
㈲
薦 されている。 また法規⑱,⑲ で小事業に対 しては簡略的な帳簿組織の適用が認められている。
その3。 棚卸の回数,時 期および手順 などの棚卸手続 を確立すること。
その4。 経営内亜部門の会計部課,契 約に基づいた会計コンサルタン トや監査法人な どによ
って会計 を実施すること。
その5。 会計の集中化度 を明確にすること。集中化システムはすべての単位にサー ビスを提
供する会計部門に会計が集中するシステムであ り,分 権化システムは各単位が自己の会計部門
をもち本部がそのデータを総合するシステムであ り,両 者の中間 システムが混合的システム と
なる。
その6。 内部報告制を確立すること。
その7。 内部牽制 システムを確立す ること。
上記の技術的 ・組織的側面の会計方針の要素は,主 として法規⑳の5条 「組織における会計
の組織化」や法規⑭の1「 総則」,II「 会計処理の基本原則」にその根拠 をおいている。
もっとも,こ れ らの要素は西側では会計実施にとっての当然の前提 として理解されている。
また,西 側では概 してこれ らの要素 は会計の処理 ・手続の範囲の外におかれ,会 計方針 をその
方法論的側面 に主 として限定す る狭義のアプローチを採っている。 しか し,強 度の中央集権的
計画経済か ら市場経済への移行期にあるロシアでは,方 法論的,技 術的,組 織的側面の総体 と
しての会計システムの検討こそが現在の会計改革の内容 となっており,こ のためこの三つの側
面を含む広義のアプローチで会計方針を全面的 ・系統的に解明している。よって,こ の広義の
アプローチを採 ることになるとしても,そ れは体制転換 という移行期 における特殊なアプロー
U6)
チであることはいうまでもない。
ともあれ,ロ シア企業では,法 規で定められた会計実施の前提 をつくり,こ れまた法規で認
め られた会計の諸処理 ・手続の中から一つのものを選択 して,会 計が行われてい くことになる。
VI.会 計方針の開示
企業 が選 定 した会 計の処理 ・手続 はnBy1/98のIIIの 「会計 方針の 開示 」規定 に従 って開示
され るが,こ の場合,最 低 限つ ぎの ものが開示 され る([5]67～68ペ ー ジ,[10]15ペ ージ,
㈲ コ ン ピュー タ会計 も採 用 され るが,そ れ は会計 情 報 処 理 の 技術 とみ られ て い る。 な お ソ ビエ ト・ロ シア で
の帳 簿組 織 に つい て は,[25]を 参 照 され た い。
⑯ この特 殊 な アプ ロー チ を採 らざ る を得 な い こ と につ い て は,[21]を 参 照 され た い。
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[11]12ペ ージ)。
1.法 規⑥ を根拠にして固定資産 については,a.貨 幣性資産以外のその他の資産 と交換 し
て取得 した固定資産客体の評価法,b.固 定資産の計上価額の修正(再 装備,再 建,再 構
築,部 分的除去の場合を含 む),c.固 定資産客体の有効利用期間(主 要なグループ別のも
の),d.価 額補填できなかった固定資産客体,e.賃 貸借契約で引 き渡 した り受 け入れた
りしたリース資産の客体,f.固 定資産の個々の客体の償却法が開示されることになる。
2.法 規⑳ を根拠にして リース資産 については,a.貸 借対照表上へのリース資産の反映方
法,b.リ ース期間における将来の支払 リース料が開示される。
3.法 規④ を根拠にして無形資産については,a.無 形資産の期首 と期末の在高 と期中の変
動,b.無 形資産の個々の種類の償却法が開示される。
4.法 規④ を根拠 として,財 務的投資の期首 と期末の在高 と期中の変動 も開示される。
5.法 規⑤ を根拠 として物的 ・生産的在庫については,a.物 的 ・生産的在庫の評価法 とそ
の評価法変更の結果,b.担 保 となった物的 ・生産的在庫額,c.財 務的成果 と関係する
物的 ・生産的在庫の実際原価 と販売可能価額 との差額(期 末に販売可能価額を上回る在庫
をもち,販 売価格の下落,損 害の発生,完 全または部分的な価値低下の場合),d.小 額迅
速消耗物品価額の償却法が開示 される。
6.法 規⑬ を根拠にして,a.仕 掛品の評価法,b.変 動費または固定費 としての一般経営
費の決定 とその補填な どが開示 される。
7.法 規⑭ を根拠にして,a.生 産物(作 業,役 務)の 評価法,b.商 業企業の商品の評価
法,c.生 産物,商 品,作 業,役 務の販売からの売上高の認識法が開示 される。
8.法 規⑳ を根拠 として,a.債 権の個々の重要な項 目の在高,b.債 権の個々の種類の期
首 と期末の在高が開示される。
もちろん,個 々の企業 による会計の処理 ・手続の選定の仕方は,当 該企業の期間損益計算で
算定される計上利益の多寡に影響を与 えると同時 に,企 業が この計上利益に基づいて支払わね
ばならない租税額の多寡 にも影響を与 える。それは企業 に対 して 「租税支払 を最小限にで きる
法的手段 を認 める」([3]6ペ ージ)こ とにもなる。現にロシアでは,企 業 にとって節税(Ha一
∬orOBaH3KOHOMMH)と なり得る会計の代表的な処理・手続 として,固 定資産などの償却法や加速
償却,物 的 ・生産的在庫の評価法,各 種 の引当金の設定などが解説 されている([3])。
おわりに
新生 ロシアでは,1992年 には国際的に採用 されている会計システムへの移行が国会で決議 さ
れ([7]),1993年 にはその移行のための政府 と財務省による国家プログラムが策定されて([1]
43～44ペ ージ),市 場経済化の もとでの会計の制度化が進め られてきた。その結果,1996年 末に
(147)新 生ロシアにおける会計方針について147
は 「連邦会計法」が制定されるまでにいたった。だが今 日では,1998年3月6日 付の政府決定
で財務諸表の国際基準 による会計改革プログラムが策定され([2]9～12ペ ージ),こ のプロ
グラムに基づ く改革が行われている。
1998年 の会計改革プログラムでは,課 題 として,a.財 務諸表の利用者 とくに投資家への有
用な情報の提供,b.国 際会計基準 との調和化,c.個 々の組織での会計改編の支援を挙 げて
おり,改 革の基本的方向の一つとして,こ れまでに構築 してきた規範的規制システムの枠内を
維持 しなが ら,い っそう国際会計基準に沿った会計の処理 ・手続の導入を図ろうとしている。
このため,新 しい法規が制定された り,こ れまでに制定された法規が改訂された りしてきてい
る。最近相次いで出された一連のnByな どはこの新 しく制定された法規である。西側の会計
経験 を摂取 してそれを盛 った新法規が出ると,そ れ との整合性 を保ために,こ れ までに制定さ
れた旧法規が改訂されるが,こ の改訂された法規が 「会計 と報告書の規程」およびHBy1/94
などである。
規範的規制 システムの中で 「最も重要な法規 の一つ」([5]65ペ ージ)で ある改訂版nBy
1/98は,こ の小論で明 らかにしたように,「会計 と報告書の規程」などと一体になって,個 々の
企業の会計方針の形成 と期間損益計算 と密接に関連する西側で認 められている会計の処理 と手
続のバ リアン トの採用 を容認 している。 こうしてロシアではいま,従 前のソビエ ト会計システ
ムから国際的に採用されている会計 システムへの移行が,2000年 を目途 にしてなされている
([9])。
1996年 に公刊 された会計文献によると([27])断 定 をしているわけではないが,旧 社会主義
圏の中で とくに中欧諸国での会計改革は,一 見 してヨーロッパ会計 とりわけドイツ型会計の一
〇η
変種に向かって進んでいるともみえると指摘 していた。その後,1998年 に出たロシア と西側の
会計学者の共同研究によると,こ の10年 間のロシアでは,ス ター リン体制下で頂点 に達 した統
制機能 を強調するビザ ンチン会計伝統(Byzantineaccountingtradition)か らの脱皮 と,利 益
計算 と意思決定の情報提供 を重視するヨーロッパ会計伝統(Europeanaccountingtradition)
への改編がなされてきたという([28]1ペ ージ)。 そして,た しかに西側の会計 システムへの
改編を目指しているが,課 税可能利益の計算を重視す るため,「ロシアと旧ソ連共和国における
会計の概念的フレームワー クは,ア ングローアメリカンモデル(Anglo-Americanmodel)よ
りもむしろ大陸のヨーロッパ会計モデル(Europeanaccountingmodels)に 相通 じる多 くの特
色をもつている」([28]9ペ ージ)と 断定 している。 ともあれ,1998年 の会計改革プログラム
が今後 どのように実現 してい くのかを見守っていく必要がある。
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